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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高  （百万円） 12,926 9,447 6,659 24,184 16,957 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 423 55 △18 714 △75 

中間（当期）純利益又は 
当期純損失（△） 

（百万円） 202 33 1 △198 136 

純資産額 （百万円） 5,449 4,800 4,954 5,271 5,120 

総資産額 （百万円） 16,925 14,499 10,923 16,136 11,470 

１株当たり純資産額 （円） 131.37 115.74 119.44 127.09 123.44 

１株当たり中間（当期） 
純利益金額又は１株当たり 
当期純損失金額（△） 

（円） 4.88 0.80 0.03 △4.77 3.29 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 32.2 33.1 45.4 32.7 44.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △11 △909 85 459 △1,223 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △129 166 946 △226 2,043 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △334 △34 △534 △368 △1,568 

現金及び現金同等物の中間 
期末（期末）残高 

（百万円） 1,220 782 1,319 1,560 811 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 
357 

(73)

331 

(67)

196 

(12)

348 

(78)

184 

(15)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２. 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 12,474 9,020 6,188 23,316 16,067 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 404 39 △9 666 △112 

中間（当期）純利益又は 
中間（当期）純損失（△） 

（百万円） 186 20 △21 △238 114 

資本金 （百万円） 3,325 3,325 3,325 3,325 3,325 

発行済株式総数 （千株） 41,492 41,492 41,492 41,492 41,492 

純資産額 （百万円） 5,471 4,783 4,905 5,268 5,093 

総資産額 （百万円） 16,859 14,393 10,735 16,050 11,349 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 32.5 33.2 45.7 32.8 44.9 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 
335 

(64)

312 

(53)

178 

(9)

328 

(65)

170 

(10)



２【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社及び子会社２社で構成されており、当中間連結会計期間における、主な事業内容の変更と

主要な関係会社の異動は、次のとおりです。 

 なお、前連結会計年度まで区分していた自動釘打機事業は、平成18年１月１日付で、㈱マキタに営業譲渡いたしま

した。 

ジオテック（地盤改良）事業 

 主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。  

木材・住建事業 

 主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。   

石油製品事業 

 主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。  

３【関係会社の状況】 

 以下の会社は、重要性が増加したことから、当中間連結会計期間から連結の範囲に含めております。   

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない提出会社の本社部門に所

属している人員です。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社においては、兼松日産農林株式会社社員組合、兼松日産農林株式会社新木場センター労働組合及び兼松日産

農林淡路工場労働組合の３組合があり、いずれの組合も上部団体には加盟しておりません。 

 また、連結子会社において労働組合は結成されておりません。 

 なお、いずれも労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社） 

兼松日産工事㈱ 
静岡県沼津市 10 

ジオテック（地盤改良）
事業 

100.0 

当社が請負う地盤改良工事、
地盤調査等の施工 
同社への資金の貸付 
 役員の兼任等…有 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

ジオテック 72（ 5） 

木材・住建 94（ 4） 

石油製品 11（ 3） 

全社（共通）  19（－） 

合計 196（12） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名）  178（ 9） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績  

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まりや金利上昇懸念等による先行き不透明感は続

きましたが、企業業績の回復に加え雇用情勢の改善や個人消費の緩やかな増加などにより全体として回復基調で

推移しました。 

 当社グループの主な事業分野であります住宅関連業界につきましては、当上半期の新設住宅着工戸数は増加し

ているものの、原材料価格上昇や販売競争激化等の厳しい状況は継続しております。 

 このような状況のもとで当社グループは、平成18年１月の自動釘打機事業譲渡後、ジオテック、木材・住建両

事業の各種工法・技術を市場に浸透させること及び新規設備投資の有効活用を図ることに注力いたしました。し

かしながら、鋼材、木材等の原材料価格高騰を販売価格に転嫁しきれなかったことをはじめ、ジオテック事業で

は地盤改良子会社の本格稼働の遅れによる費用先行、木材・住建事業では木材加工設備の新設、更新時の生産体

制構築の遅れ等により、当中間連結会計期間の売上高は66億５千９百万円（前年同期比29.5％減）、経常損失は

１千８百万円（前年同期は経常利益５千５百万円）となりました。これに連結子会社の土地売却益64百万円等を

計上いたしました結果、中間純利益は１百万円（前年同期比95.8％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績 

ジオテック（地盤改良）事業 平成18年４月の京滋営業所新設など地域密着型の営業展開を進め、各地の地場工

務店からも受注できる体制が整い、また、大手ハウスメーカーを中心に受注が増加しましたため売上高は28億２

千万円（前年同期比22.8％増）となり、業況は順調に回復いたしました。しかしながら、従来、営業譲渡した自

動釘打機部門が分担していた本社部門経費の負担増と地盤改良子会社の本格稼働の遅れにより営業利益は２千１

百万円（前年同期比66.4％減）に止まりました。 

木材・住建事業 住宅用部材のプレカットでは、耐震性に優れた金物工法用生産ラインを平成18年４月に導入、

稼働いたしましたが、生産体制構築に時間を要し所期の成果を得ることができませんでした。保存処理木材加工

では、昨年来の設備増強、岡山工場の本格稼働など、全国的な生産体制は実現できましたが、設備の更新や品質

強化のための各種取組みによる経費増から厳しい状況となりました。この結果、売上高は33億６千８百万円（前

年同期比10.3％減）となり、ジオテックと同様に本社部門経費の負担増もあり営業損失４千３百万円（前年同期

は営業利益４千５百万円）となりました。なお、取得に向けて取り組んでおりました品質マネジメントシステム

ＩＳＯ９００１の認証を平成18年10月に受けることができました。 

石油製品事業 原油価格の高止まり、価格競争激化の厳しい状況の中、新規顧客の獲得に注力するとともに設備

改善と接客技術の向上に努めました。また、事業の効率化を図るため東雲給油所を閉鎖のうえ塩浜給油所に統合

し、東雲給油所跡地については平成18年９月に譲渡いたしました。売上高は４億７千１百万円（前年同期比

10.1％増）、営業利益は７百万円（前年同期比26.1％減）となりました。 

 （注） 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店等がないため、所在地別セグメントの業績は記載し

ておりません。また、上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、13億１千９百万円となり、前連結会計年度末より５億

７百万円増加いたしました。 

  キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりです。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により得られた資金は、税金等調整前中間純利益３千９百万円の計上、仕入債務の増加等により８

千５百万円の獲得（前年同期は９億９百万円の支出）となりました。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により得られた資金は、９億４千６百万円（前年同期は１億６千６百万円の獲得）であります。こ

れは主に、連結子会社の固定資産譲渡代金５億３千５百万円と営業譲渡対価の残金６億３千３百万円の収入を

反映したものですが、保存木材製造設備等の設備投資によりその一部が相殺されております。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金及び長期借入金の返済等により、５億３千４百万円の支

出（前年同期は３千４百万円の支出）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の生産実績及び商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

生産実績 

 （注）１．金額は販売価格（消費税等抜き）によっております。 

２．自動釘打機事業は、平成18年１月１日付で㈱マキタに営業譲渡いたしました。なお、前年同期比（合計）は

自動釘打機事業の前中間連結会計期間の生産実績1,391百万円を除いて比較しております。  

  

商品仕入実績 

 （注）１．金額は販売価格（消費税等抜き）によっております。 

２．自動釘打機事業は、平成18年１月１日付で㈱マキタに営業譲渡いたしました。なお、前年同期比（合計）は

自動釘打機事業の前中間連結会計期間の商品仕入実績1,426百万円を除いて比較しております。  

  

(2）受注状況  

 当社グループの生産品目は、受注から生産・売上までの期間が短く、受注が売上高とほぼ均衡しており、受注残

高に重要性がないため記載を省略しております。 

(3）販売実績  

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．総販売実績のうち輸出高の総額は僅少につき記載を省略しております。  

４．主要な相手先別の販売実績は、総販売実績に対する割合が10％未満であるため、記載を省略しております。

５．自動釘打機事業は、平成18年１月１日付で㈱マキタに営業譲渡いたしました。なお、前年同期比（合計）は

自動釘打機事業の前中間連結会計期間の販売実績2,970百万円を除いて比較しております。  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ジオテック 2,818 122.9 

木材・住建 2,439 98.4 

合計 5,257 110.2 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ジオテック 1 174.7 

木材・住建 980 83.5 

石油製品 465 108.7 

合計 1,448 90.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ジオテック 2,820 122.8 

木材・住建 3,368 89.7 

石油製品 471 110.1 

合計 6,659 102.8 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。  

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。  

  

５【研究開発活動】 

当社グループでは主な事業分野である木材住宅関連業界において、長期的に成長が期待できる高付加価値かつ特色

のある製品・技術の開発に重点を置き、併せて省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための研究開発を行っており

ます。また、多様化する消費者ニーズ、環境問題等に早期に対応するため製品・技術の開発期間短縮にも努力してお

ります。  

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は、４千５百万円であります。 

ジオテック（地盤改良）事業  

 土質の適用範囲を拡大した研究開発を継続して行っております。「スーパーＮＰ－ＰＡＣＫ工法」では、新たに

「先端地盤：礫質地盤」について国土交通大臣認定（平成18年10月認定）を受け、「先端地盤：砂地盤」に続いて２

つ目の認定を取得いたしました。 

木材・住建事業 

 従来の加圧用木材保存処理剤に加え、表面処理用木材保存剤の研究開発も行い、一般市場向けに表面塗布防腐剤等

の製品化を目指しております。また、顧客の満足を得る品質の実現のため、取得に向けて取り組んでいた品質マネジ

メントシステムＩＳＯ９００１の認証を平成18年10月に取得いたしました。  

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 前連結会計年度末に計画した提出会社の金物工法プレカット加工設備の新設及び防腐処理木材生産設備の更新は、

当中間連結会計期間に完了し、操業を開始しております。 

 なお、新設及び更新された設備を除き、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、売却等の計画はありません。 

 なお、前連結会計年度末における設備の新設は、次のとおり完了し、操業を開始しております。 

重要な設備計画の完了  

  

会社名 
事 業 所 名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 資金調達方法 完了年月  
完了後の生産能力 
（年間） 

当社 
プレカット工場 
（宮城県黒川郡） 

木材・住建 
金物工法プレカッ
ト加工設備 

所有権移転外ファ
イナンス・リース 

平成18年４月  約720棟 

当社 
関東工場第一 
（東京都江東区） 

木材・住建 
防腐処理木材生産
設備 

自己資金 平成18年５月  約13,200m3 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 所有株式数及び所有株式割合は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 165,000,000 

計 165,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,492,000 41,492,000 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

－ 

計 41,492,000 41,492,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成18年４月１日～  

平成18年９月30日 
－ 41,492,000 － 3,325 － 1,146 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合 

（％） 

兼松株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 13,308 32.07 

株式会社みずほコーポレート銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,650 3.97 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,082 2.60 

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号 607 1.46 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 430 1.03 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 411 0.99 

ユービーエス エージー シンガーポール 

（常任代理人 シティバンク・エヌ・エイ東京支店） 
東京都品川区東品川二丁目３番14号 350 0.84 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託口） 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 288 0.69 

江部 勝雄 東京都板橋区 250 0.60 

ドイチェ バンク アーゲー ロンドン ６１０ 

（常任代理人 ドイツ証券株式会社） 
東京都千代田区永田町二丁目11番１号 220 0.53 

計 － 18,596 44.81 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式数が59,000株 

 （議決権の数59個）含まれております。 

  

②【自己株式等】  

   

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものです。   

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,361,000 41,361 － 

単元未満株式 普通株式 118,000 － － 

発行済株式総数   41,492,000 － － 

総株主の議決権 － 41,361 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

兼松日産農林㈱ 
東京都千代田区麹町 

三丁目２番地 
13,000 － 13,000 0.03 

計 － 13,000 － 13,000 0.03 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 233 226 192 183 193 221 

最低（円） 210 179 143 145 149 175 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     782 1,319   811 

２．受取手形及び売掛金 ※３   4,313 3,143   2,924 

３．たな卸資産     1,995 915   871 

４．未収入金     941 －   764 

５．その他     326 217   149 

６．貸倒引当金     △26 △22   △30 

流動資産合計     8,332 57.5 5,573 51.0   5,490 47.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）土地   2,980   2,492 2,935   

(2）その他 ※１ 1,091 4,071 837 3,330 810 3,745 

２．無形固定資産     19 7   7 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,430   1,493 1,792   

(2）その他   750   614 531   

(3）貸倒引当金   △104 2,076 △95 2,011 △97 2,226 

固定資産合計     6,167 42.5 5,349 49.0   5,979 52.1

資産合計     14,499 100.0 10,923 100.0   11,470 100.0 

（負債の部）   
        

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ※３   3,841 3,031   2,698 

２．短期借入金     3,947 1,937   2,447 

３．賞与引当金     189 85   89 

４．その他     670 344   523 

流動負債合計     8,648 59.6 5,398 49.4   5,758 50.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     275 217   241 

２．退職給付引当金     775 354   350 

固定負債合計     1,050 7.3 571 5.2   591 5.2

負債合計     9,698 66.9 5,969 54.6   6,350 55.4

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,325 22.9 － －   3,325 29.0

Ⅱ 資本剰余金     1,146 7.9 － －   1,146 10.0

Ⅲ 利益剰余金     186 1.3 － －   289 2.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    144 1.0 － －   360 3.1

Ⅴ 自己株式     △2 △0.0 － －   △2 △0.0

資本合計     4,800 33.1 － －   5,120 44.6

負債及び資本合計     14,499 100.0 － －   11,470 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  3,325 30.4  － － 

２．資本剰余金    － －  1,146 10.5  － － 

３．利益剰余金    － －  290 2.7  － － 

４．自己株式    － －  △2 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  4,759 43.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評価
差額金 

   － －  194 1.8  － － 

２．繰延ヘッジ損益    － －  △0 △0.0  － － 

評価・換算差額等合計    － －  194 1.8  － － 

純資産合計    － －  4,954 45.4  － － 

負債純資産合計    － －  10,923 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     9,447 100.0 6,659 100.0   16,957 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,819 82.8 5,769 86.7   14,202 83.8

売上総利益     1,628 17.2 889 13.3   2,755 16.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,575 16.6 908 13.6   2,827 16.6

営業利益又は 
営業損失（△） 

    52 0.6 △18 △0.3   △72 △0.4

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   0 0   

２．受取配当金   13   3 16   

３．機械賃貸料   7   6 15   

４．その他   9 31 0.3 10 21 0.3 19 51 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   26   16 48   

２．その他   3 29 0.3 5 21 0.3 5 54 0.3

経常利益又は 
経常損失（△） 

    55 0.6 △18 △0.3   △75 △0.4

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ －   64 －   

２．投資有価証券売却益   803   6 803   

３．営業譲渡利益   －   － 349   

４．その他   10 814 8.6 8 79 1.2 18 1,172 6.8

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※３ 20   0 32   

２．役員退職慰労金  
打切支給額 

  －   6 －   

３．投資有価証券売却損   －   － 3   

４．投資有価証券評価損   －   7 －   

５．出資金評価損   1   － 1   

６．住宅補強対策費  ※４ 210   － 210   

７．減損損失 ※５ 531   － 560   

８．リース解約金    －   7 －   

９．その他   24 787 8.3 0 21 0.3 13 819 4.8

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    81 0.9 39 0.6   277 1.6

法人税、住民税及び事
業税 

  47   41 26   

 法人税等調整額   0 48 0.5 △3 38 0.6 113 140 0.8

中間（当期）純利益     33 0.4 1 0.0   136 0.8

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,146 1,146

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   1,146 1,146

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   153 153

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間（当期）純利益   33 33 136 136

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）残高   186 289

    



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,325 1,146 289 △2 4,759 360 － 360 5,120 

中間連結会計期間中の変動額          

連結子会社増加に伴う剰余

金減少高 
    △1   △1       △1 

中間純利益     1   1       1 

自己株式の取得       △0 △0       △0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額）  

          △166 △0 △166 △166 

中間連結会計期間中の変動額

合計（百万円） 
－ － 0 △0 0 △166 △0 △166 △166 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,325 1,146 290 △2 4,759 194 △0 194 4,954 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１．税金等調整前中間（当期）純利益   81 39 277 

２．減価償却費   74 62 149 

３．減損損失   531 － 560 

４．有形固定資産売却益   － △64 － 

５．有形固定資産除却損   20 0 32 

６．投資有価証券評価損   － 7 － 

７．投資有価証券売却益   △803 △6 △803 

８．投資有価証券売却損   － － 3 

９．出資金評価損   1 － 1 

10．営業譲渡利益   － － △349 

11．住宅補強対策費   210 － 210 

12．貸倒引当金の減少額   △0 △10 △3 

13．賞与引当金の増加額（△減少額）   43 △4 △55 

14．退職給付引当金の増加額   3 3 7 

15．受取利息及び受取配当金   △13 △4 △16 

16．支払利息   26 16 48 

17．売上債権の減少額（△増加額）   28 △231 1,401 

18．たな卸資産の減少額(△増加額）   195 △44 130 

19．仕入債務の増加額（△減少額）   △364 331 △1,507 

20．その他   △11 △49 △80 

小計   23 45 6 

21．利息及び配当金の受取額   12 3 15 

22．利息の支払額   △26 △16 △48 

23．住宅補強対策費の支払額   △786 △32 △934 

24．法人税等の支払額   △132 △22 △262 

25．法人税等の還付額   － 107 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △909 85 △1,223 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１．有形固定資産の取得による支出   △124 △229 △371 

２．有形固定資産の除却による支出   △0 － △9 

３．有形固定資産の売却による収入   － 535 7 

４．投資有価証券の取得による支出   △0 △0 △0 

５．投資有価証券の売却による収入   278 7 1,204 

６．貸付金の回収による収入   2 0 2 

７．営業譲渡による収入   － 633 1,200 

８．その他   10 △0 10 

投資活動によるキャッシュ・フロー   166 946 2,043 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１．短期借入金の純減少額   － △500 △1,500 

２．長期借入金の返済による支出   △34 △34 △68 

３．自己株式の取得による支出   △0 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △34 △534 △1,568 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）   △777 498 △748 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,560 811 1,560 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の 
期首残高     － 9 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末） 
残高 ※ 782 1,319 811 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

日産興業㈱ 

ケイ・エヌ・エヌ総合サービ

ス㈱ 

(1）連結子会社の数 ２社 

  連結子会社名  

日産興業㈱ 

兼松日産工事㈱ 

 なお、兼松日産工事㈱は、

重要性が増加したことから、

当中間連結会計期間から連結

の範囲に含めております。 

(1）連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

日産興業㈱ 

 前連結会計年度において連

結子会社でありましたケイ・

エヌ・エヌ総合サービス㈱

は、平成18年３月に清算結了

いたしました。なお、当連結

会計年度には、清算結了まで

の損益を連結しております。  

        

   (2）主要な非連結子会社の名称等 

会社名 兼松日産工事㈱ 

 同社は、小規模であり、総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金等はいずれも中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範

囲から除外しております。 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 

該当する会社はありません。

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

会社名 兼松日産工事㈱ 

 同社は、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等はいずれも連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

        

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社 

 該当する会社はありません。

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社 

同左 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社数 

 同左 

        

  (2）持分法を適用しない非連結子 

  会社及び関連会社 

会社名 兼松日産工事㈱ 

 同社は、中間純損益及び利

益剰余金等からみて、持分法

の対象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

(2）持分法を適用しない非連結子 

  会社及び関連会社 

該当する会社はありません 

  

(2）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

会社名 兼松日産工事㈱ 

 同社は、当期純損益及び利

益剰余金等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

        

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 全ての連結子会社の中間会計期

間の末日は、中間連結決算日と一

致しております。 

同左  全ての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

        

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日前１ヵ月

の市場価格等の平均に基づ

く時価法によっておりま

す。評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日前１ヵ月

の市場価格等の平均に基づ

く時価法によっておりま

す。評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定しております。 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日前１ヵ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法によっております。評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定してお

ります。 

        

  時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価

法によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  ロ．デリバティブ 

 時価法によっております。 

ロ．デリバティブ 

同左 

ロ．デリバティブ 

同左 

        

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ハ．たな卸資産 

(イ） 商品（石油製品事業）、

製品、原材料（自動釘打機

事業）、仕掛品及び貯蔵品

については、総平均法に基

づく原価法によっておりま

す。 

ハ．たな卸資産 

(イ） 商品（石油製品事業）、

製品、仕掛品及び貯蔵品に

ついては、総平均法に基づ

く原価法によっておりま

す。 

ハ．たな卸資産 

(イ）    同左 

        

  (ロ） 商品（石油製品事業を除

く）及び原材料（自動釘打

機事業を除く）について

は、移動平均法に基づく原

価法によっております。 

(ロ） 商品（石油製品事業を除

く）及び原材料について

は、移動平均法に基づく原

価法によっております。  

(ロ） 商品（石油製品事業を除

く）及び原材料について

は、移動平均法に基づく原

価法によっております。 

  

 自動釘打機事業は、平成

18年１月１日付けで㈱マキ

タに営業譲渡いたしまし

た。 

        

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備

を除く）については、定額法

によっております。 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

15～45年 

機械装置及び運搬具 

10～13年 

イ．有形固定資産 

同左 

イ．有形固定資産 

同左 

        

  ロ．無形固定資産 

 定額法によっております。

ただし、自社利用ソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

ロ．無形固定資産 

定額法によっております。 

ロ．無形固定資産 

同左 

        

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

イ．貸倒引当金 

同左 

イ．貸倒引当金 

同左 

        

  ロ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額を計上し

ております。 

ロ．賞与引当金 

同左 

ロ．賞与引当金 

同左 

        

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（５

年）による定額法により翌連

結会計年度から損益処理する

こととしております。 

 ハ．退職給付引当金 

同左 

  

ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（５

年）による定額法により翌連

結会計年度から損益処理する

こととしております。 

        

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

        

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

        

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用しており

ます。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の

要件を充たしている場合には

振当処理を、金利スワップ取

引については金利スワップの

特例処理（金融商品に係る会

計基準注解（注14））の条件

を充たしている場合には特例

処理を採用しております。 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

        

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 輸入取引について為替予約

取引、変動金利支払の借入金

について金利スワップ取引を

ヘッジ手段としております。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

        

  ハ．ヘッジ方針 

 将来の為替の変動リスクを

回避する目的で為替予約取引

を、また、変動金利支払の借

入金に係る将来の金利変動リ

スクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を利用しておりま

すが、投機的な取引及び短期

的な売買益を得るための取引

は行わない方針であります。

また、取引の目的、内容、取

引相手、保有リスク及び損失

の限度額について、当社の経

営会議の定めた範囲を限度と

して、取引及びリスク管理の

運営を本社部門で行っており

ます。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

         

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、ヘ

ッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額など

を基礎として判断しておりま

す。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップ取引につ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

  

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

         

(7）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理

方法 

税抜方式によっております。 

消費税及び地方消費税の会計処理

方法 

同左 

消費税及び地方消費税の会計処理

方法 

同左 

         

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

        



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準 ──────── 固定資産の減損に係る会計基準  

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は531百万円

減少しております。  

  

    当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税金等調整前当期

純利益は560百万円減少しております。 

 ──────── 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準  

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は4,954百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

  

 ──────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表）  

 「未収入金」は、前中間連結会計期間末は、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末におい

て資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「未収入金」の金額は17百万円で

あります。 

  

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間末に区分掲記していた「未収入金」は、当中

間連結会計期間末において資産の総額の100分の５以下となったの

で、流動資産の「その他」に含めて表示することとしました。  

 なお、当中間連結会計期間末の「未収入金」の金額は９百万円で

あります。  

  



追加情報 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

自動釘打機事業の譲渡  

 当社は、平成17年２月22日開催の取締役

会において、株式会社マキタ（以下「マキ

タ」）との間の自動釘打機事業の譲渡を延

期しておりましたが、平成17年９月30日開

催の取締役会において、平成16年12月24日

締結の契約に替えて最終契約を締結するこ

とを決議し、同日契約を締結いたしまし

た。また、本営業譲渡については、平成17

年11月29日開催の臨時株主総会で承認され

ました。 

 当社の自動釘打機事業は、昭和41年９月

兼松デュオファスト株式会社として発足以

来、昭和54年国産タッカー第１号機完成を

はじめ、ポケット釘打機、フローリングタ

ッカー、コンプレッサー、ピンタッカーな

ど時代に先駆けた新製品を生み出すことに

より成長し、業界でも確固たる地位を築き

ました。 

 一方で、国内における製造・販売に特化

してきた当社の自動釘打機事業は、海外展

開や更なる新製品開発などの厳しい競争に

さらされてまいりました。 

 当社は、一部製品の供給をし、当社の自

動釘打機事業を高く評価するマキタに、同

事業を譲渡することで準備を進めておりま

したが、平成17年２月に判明しました連結

ビス認定書写偽造問題により延期しており

ました。 

 今般、改めて両社で本件の協議を重ねた

結果、当社自動釘打機事業をマキタへ営業

譲渡することで合意しました。  

 ────────────  ──────────── 

    
 １．当該事業の譲渡先の名称、住所、代表

者の氏名、資本金及び事業の内容 

(1) 名称     株式会社マキタ 

(2) 所在地    愛知県安城市 

(3) 代表者の氏名 取締役社長 後藤 昌彦  

(4) 資本金    24,206百万円 

              （平成17年３月31日現在） 

(5) 事業の内容  電動工具の製造・販売 

  

    
２．当該事業譲渡の内容 

(1) 譲渡する事業部門の内容 

 自動釘打機・自動釘打システム

機・連結釘・ステープル・エアコン

プレッサの開発・製造・販売等の事

業 

  

  

(2) 対象事業の業績 

 前連結会計年度（平成17年３月期） 

   売上高    6,961百万円 

   営業利益    136百万円  

  

    

 当中間連結会計期間（平成17年９月期） 

   売上高    2,970百万円 

   営業損失    68百万円  

  

   
 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(3) 対象事業の資産・負債の帳簿価額    
  （平成17年９月30日現在）

資産 
金額 
(百万円) 負債 

金額 
(百万円)

流動資産 3,026 流動負債 1,943 

固定資産 556 固定負債 414 

合計 3,582 合計 2,357 

  

   
(4) 譲渡の方法等 

① 譲渡価額及び決済方法  

ⅰ.譲渡金額 約16億円  

（ただし、平成17年12月31日現在

の貸借対照表において最終調整

する予定です。）  

  ⅱ.決済方法 現金決済   

  

  

② 本事業譲渡は、当社の株主総会での

承認及び本事業譲渡に関する公正取

引委員会への届出が受理された後、

所定の待機期間を経過することが条

件となります。 

  

  

(5) 日程 

  平成17年９月30日 最終契約書締結 

  平成17年11月29日 臨時株主総会 

  平成18年１月１日 営業譲渡期日  

                     （予定） 

  

    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,626百万円     1,057百万円      1,026百万円 

       

 ２ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行ってお

ります。 

 ２ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行ってお

ります。 

 ２ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行ってお

ります。 

 （協組）きもつき木材高次加工センター 

                           34百万円 

 （協組）きもつき木材高次加工センター 

                           30百万円 

 （協組）きもつき木材高次加工センター 

                         32百万円 

      

※３      ────── ※３ 中間連結会計期間末日満期手形   ※３      ────── 

   中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が、中間

連結会計年期間末残高に含まれており

ます。 

    

   

   

   

 受取手形  58百万円 

 支払手形 497百万円 

   

    

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

販売運賃 234百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

従業員給料手当 450百万円

賞与引当金繰入額 114百万円

退職給付費用 49百万円

販売運賃    118百万円

貸倒引当金繰入額  5百万円

従業員給料手当    228百万円

賞与引当金繰入額    53百万円

退職給付費用   13百万円

販売運賃    398百万円

貸倒引当金繰入額  12百万円

従業員給料手当  927百万円

賞与引当金繰入額   52百万円

退職給付費用   81百万円

  
  

    

※２     ──────── ※２ 固定資産売却益の主要な内訳 ※２     ──────── 

 土地  64百万円  

      

※３ 固定資産除却損の主要な内訳 ※３ 固定資産除却損の主要な内訳 ※３ 固定資産除却損の主要な内訳 

建物及び構築物 9百万円

工具器具備品   9百万円

機械装置及び運搬具  0百万円 建物及び構築物 11百万円

機械装置及び運搬具    8百万円

     

※４ 住宅補強対策費 ※４     ────────  ※４ 住宅補強対策費 

 平成17年２月に判明した当社製品

（連結ビス・釘）に関する国土交通大

臣認定書写の偽造により、問題住宅と

特定された物件の補強費用、その他諸

費用について、当中間連結会計期間末

で確定している額及び必要と認めた額

を計上しております。 

    平成17年２月に判明した当社製品

（連結ビス・釘）に関する国土交通大

臣認定書写の偽造により、問題住宅と

特定された物件の補強費用、その他諸

費用について、当連結会計年度末で確

定している額及び必要と認めた額を計

上しております。 

      

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,732株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ 減損損失 ※５     ────────  ※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グル

ープは事業及び製造工程の関連性により資

産のグルーピングを行い、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しておりま

す。  

場所 用途 種類 

宮城県石巻市他３件   遊休資産  土地 

   当連結会計年度において、当社グループ

は事業及び製造工程の関連性により資産の

グルーピングを行い、以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

  

場所 用途 種類 

宮城県石巻市他７件  遊休資産  土地 

 帳簿価額に対し著しく時価が下落してい

る遊休土地について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（531百万円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、不動産鑑定評価額を基に

評価しております。  

  

   帳簿価額に対し著しく時価が下落してい

る遊休土地について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（560百万円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており不動産鑑定評価額を基に評

価しております。 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 41,492,000 － － 41,492,000 

合計 41,492,000 － － 41,492,000 

自己株式     

普通株式（注） 11,662 1,732 － 13,394 

合計 11,662 1,732 － 13,394 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 782百万円

現金及び現金同等物 
中間期末残高 

782百万円

現金及び預金勘定 1,319百万円

現金及び現金同等物 
中間期末残高 

1,319百万円

現金及び預金勘定 811百万円

現金及び現金同等物 
期末残高 

811百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側）  （借主側）  （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

476 290 185 

その他 163 71 92 

合計 640 361 278 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

708 351 357

その他 139 60 78

合計 848 412 435

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

502 304 197

その他 105 53 52

合計 608 358 250

      

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 154百万円

１年超 334百万円

合計 489百万円

１年内  178百万円

１年超  450百万円

合計  629百万円

１年内   152百万円

１年超  329百万円

合計 482百万円

      

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 6百万円

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額   63百万円

支払利息相当額  8百万円

支払リース料    107百万円

減価償却費相当額    93百万円

支払利息相当額   11百万円

      

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

      

（貸主側） （貸主側） （貸主側） 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 73百万円

１年超 133百万円

合計 206百万円

１年内 69百万円

１年超    124百万円

合計  193百万円

１年内 74百万円

１年超 168百万円

合計 242百万円

（注） 上記は全て転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末残高相

当額であります。なお、当該転貸リー

ス取引に対応するリース債務は、上記

の借主側の未経過リース料中間期末残

高相当額に含まれております。 

同左 （注） 上記は全て転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料期末残高相当額

であります。なお、当該転貸リース取

引に対応するリース債務は、上記の借

主側の未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

      

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

（減損損失について） 

同左 

  

（減損損失について）     

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について、７百万円の減損処理を行っておりま

す。 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,139 1,382 243 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 1,139 1,382 243 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 32 

その他 5 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,139 1,467 327 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 1,139 1,467 327 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 20 

その他 5 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため開示の対象から除いております。   

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 1,139 1,748 608 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 1,139 1,748 608 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式   29 

その他 5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業セグメントの区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業セグメントの主な内容 

(1）ジオテック…………………表層地盤改良工法・ソイルコラム工法・鋼管工法・認定杭工法による地盤改良

工事ならびに沈下修正工事及び各種地盤調査 

(2）自動釘打機…………………自動釘打機・自動釘打システム機・連結釘・ステープル・エアコンプレッサの

開発・製造・販売、エア関連周辺機器の販売 

(3）木材・住建…………………木材の乾式、湿式防腐・防蟻処理（保存処理）加工・販売、乾式防腐・防蟻処

理（保存処理）装置の販売及び薬剤の販売、在来工法住宅用部材のプレカット

加工・販売、木製ほかエクステリア製品の施工・販売、各種マッチの製造・販

売、マンション内装工事・リフォーム工事・木造戸建住宅の建築、ＴＳ

（Trinity Structure）工法による住宅部材の加工・販売 

(4）石油製品……………………ガソリン、軽油、灯油等の販売 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業セグメントの区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。        

 なお、前連結会計年度まで区分していた自動釘打機事業は、平成18年１月１日付で㈱マキタに営業譲渡い

たしました。 

２．各事業セグメントの主な内容 

(1）ジオテック…………………表層改良工法・柱状改良工法・鋼管杭工法・各種認定杭工法による地盤改良工

事ならびに各種地盤調査及び沈下修正工事 

(2）木材・住建…………………木材の乾式、湿式防腐・防蟻処理（木材保存処理）加工・販売、乾式防腐・防

蟻処理（木材保存処理）装置及び薬剤の販売、在来・金物工法のプレカット加

工・販売、木製・金物エクステリア製品の施工・販売、住宅建築資材の企画・

販売、各種マッチの製造・販売 

(3）石油製品……………………ガソリン、軽油、灯油等の販売 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、3百万円であり、その主なもの

は、当社の本社部門に係る費用であります。 

  

  
ジオテック
（百万円） 

自動釘打機
（百万円） 

木材・住建
（百万円） 

石油製品 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 2,295 2,970 3,754 427 9,447 － 9,447 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ 0 0 13 14 (14) － 

計 2,295 2,970 3,755 441 9,462 (14) 9,447 

営業費用 2,230 3,039 3,709 430 9,409 (14) 9,395 

営業利益又は営業損失（△） 65 △68 45 10 52 0 52 

  
ジオテック
（百万円） 

木材・住建
（百万円） 

石油製品 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,820 3,368 471 6,659 － 6,659 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ 0 9 9 (9) － 

計 2,820 3,368 480 6,669 (9) 6,659 

営業費用 2,798 3,411 472 6,682 (5) 6,677 

営業利益又は営業損失（△） 21 △43 7 △13 (4) △18 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）  

 （注）１．事業セグメントの区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業セグメントの主な内容 

(1）ジオテック…………………表層地盤改良工法・ソイルコラム工法・鋼管工法・認定杭工法による地盤改良

工事ならびに沈下修正工事及び各種地盤調査 

(2）自動釘打機…………………自動釘打機・自動釘打システム機・連結釘・ステープル・エアコンプレッサの

開発・製造・販売、エア関連周辺機器の販売   

なお、自動釘打機事業は、平成18年１月１日付で㈱マキタに営業譲渡いたしま

した。    

(3）木材・住建…………………木材の乾式、湿式防腐・防蟻処理（保存処理）加工・販売、乾式防腐・防蟻処

理（保存処理）装置の販売及び薬剤の販売、在来・２×４住宅用部材のプレカ

ット加工・販売、木製ほかエクステリア製品の施工・販売、各種マッチの製

造・販売、マンション内装工事・リフォーム工事・木造戸建住宅建築、ＴＳ

(Trinity Structure)工法による構造部材の加工・販売 

(4）石油製品……………………ガソリン、軽油、灯油等の販売 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店等がないため、該当事項はありません。   

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
ジオテック
（百万円） 

自動釘打機
（百万円） 

木材・住建
（百万円） 

石油製品 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 4,723 4,394 6,948 892 16,957 － 16,957 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ 0 3 24 27 (27) － 

計 4,723 4,394 6,951 916 16,985 (27) 16,957 

営業費用 4,653 4,644 6,867 896 17,061 (31) 17,030 

営業利益又は営業損失（△） 69 △250 84 19 △76 3 △72 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりです。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。   

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 115円74銭

１株当たり中間純利益金額 0円80銭

１株当たり純資産額    119円44銭

１株当たり中間純利益金額  0円03銭

１株当たり純資産額    123円44銭

１株当たり当期純利益金額  3円29銭

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円） 33 1 136 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（百万円） 
33 1 136 

期中平均株式数（千株） 41,482 41,479 41,481 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（資産の部）                      

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   724     1,224     767     

２．受取手形 ※４ 1,194     487     809     

３．売掛金   3,050     2,581     2,025     

４．たな卸資産   1,985     909     860     

５．未収入金   943     －     769     

６．その他   464     374     288     

７．貸倒引当金   △25     △19     △26     

流動資産合計     8,338 57.9   5,558 51.8   5,494 48.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産                     

(1）土地   2,093     2,148     2,147     

(2）その他 ※１ 1,070     794     789     

有形固定資産合計    3,163     2,942     2,937     

２．無形固定資産   18     7     7     

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   1,442     1,504     1,793     

(2）長期貸付金   890     204     685     

(3）その他   734     614     532     

(4）貸倒引当金   △195     △96     △100     

投資その他の資産合計   2,871     2,227     2,910     

固定資産合計     6,054 42.1   5,177 48.2   5,855 51.6 

資産合計     14,393 100.0   10,735 100.0   11,349 100.0 

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形 ※４ 1,919     1,661     1,548     

２．買掛金   1,863     1,303     1,082     

３．短期借入金   3,947     1,937     2,447     

４．賞与引当金   183     78     82     

５．その他 ※３ 650     280     504     

流動負債合計     8,563 59.5   5,260 49.0   5,665 49.9 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金   275     217     241     

２．退職給付引当金   771     352     349     

固定負債合計     1,046 7.3   569 5.3   590 5.2 

負債合計     9,609 66.8   5,829 54.3   6,255 55.1 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,325 23.1   － －   3,325 29.3 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   1,146     －     1,146     

資本剰余金合計     1,146 8.0   － －   1,146 10.1 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   103     －     103     

２．中間（当期）未処分
利益   69     －     163     

利益剰余金合計     172 1.2   － －   266 2.4 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    141 0.9   － －   357 3.1 

Ⅴ 自己株式     △2 △0.0   － －   △2 △0.0 

資本合計     4,783 33.2   － －   5,093 44.9 

負債資本合計     14,393 100.0   － －   11,349 100.0 

 



  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  3,325 31.0  － － 

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   1,146   －   

資本剰余金合計    － －  1,146 10.7  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   103   －   

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －   142   －   

利益剰余金合計    － －  245 2.2  － － 

４．自己株式    － －  △2 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  4,714 43.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評
価差額金 

   － －  191 1.8  － － 

２．繰延ヘッジ損益    － －  △0 △0.0  － － 

評価・換算差額等合計    － －  191 1.8  － － 

純資産合計    － －  4,905 45.7  － － 

負債純資産合計    － －  10,735 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     9,020 100.0 6,188 100.0   16,067 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,481 82.9 5,366 86.7   13,492 84.0

売上総利益     1,539 17.1 821 13.3   2,574 16.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,503 16.7 835 13.5   2,686 16.7

営業利益又は 
営業損失（△） 

    35 0.4 △13 △0.2   △111 △0.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   32 0.3 22 0.4   53 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   29 0.3 18 0.3   53 0.3

経常利益又は 
経常損失（△） 

    39 0.4 △9 △0.1   △112 △0.7

Ⅵ 特別利益 ※３   814 9.0 14 0.2   1,172 7.3

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５ 

  787 8.7 21 0.3   814 5.1

税引前中間（当期）純
利益又は税引前中間純
損失（△） 

    66 0.7 △15 △0.2   245 1.5

法人税、住民税及び事
業税 

  43   8 16   

法人税等調整額   1 45 0.5 △2 5 0.1 114 131 0.8

中間（当期）純利益又
は中間純損失（△） 

    20 0.2 △21 △0.3   114 0.7

前期繰越利益     49 －   49 

中間（当期）未処分利益     69 －   163 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他 
利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,325 1,146 1,146 103 163 266 △2 4,736 

中間会計期間中の変動額         

中間純損失         △21 △21   △21 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △21 △21 △0 △21 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,325 1,146 1,146 103 142 245 △2 4,714 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
357 － 357 5,093 

中間会計期間中の変動額     

中間純損失       △21 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△166 △0 △166 △166 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△166 △0 △166 △187 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
191 △0 191 4,905 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法に基づく原価

法によっております。 

(1）有価証券 

(イ）子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

(イ）子会社株式 

同左 

          

  (ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日前１ヵ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法によっております。評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定してお

ります。 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日前１ヵ月の市

場価格等の平均に基づく時

価法によっております。評

価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定して

おります。 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日前１ヵ月の市場価

格等の平均に基づく時価法

によっております。評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。 

        

  時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価

法によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  (2）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

        

  (3）たな卸資産 

(イ） 製品、原材料（自動釘打

機部門）、仕掛品及び貯蔵

品については、総平均法に

基づく原価法によっており

ます。 

(3）たな卸資産 

(イ） 製品、仕掛品及び貯蔵品

については、総平均法に基

づく原価法によっておりま

す。 

(3）たな卸資産 

(イ）    同左  

        

  (ロ） 商品及び原材料（自動釘

打機部門を除く）について

は、移動平均法に基づく原

価法によっております。 

(ロ） 商品及び原材料について

は、移動平均法に基づく原

価法によっております。 

(ロ） 商品及び原材料について

は、移動平均法に基づく原

価法によっております。 

  

 自動釘打機部門は、平成

18年１月１日付けで㈱マキ

タに営業譲渡いたしまし

た。 

        

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備

を除く）については、定額法

によっております。 

主な耐用年数 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 15～45年

機械装置 10～13年

    

        

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

ただし、自社利用ソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております 

(2）無形固定資産 

   定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

        

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

          

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

        

   (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（５

年）による定額法により翌事

業年度から損益処理すること

としております。  

 (3）退職給付引当金 

同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（５

年）による定額法により翌事

業年度から損益処理すること

としております。 

        

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

        

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

        

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用しており

ます。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の

要件を充たしている場合には

振当処理を、金利スワップ取

引については金利スワップの

特例処理（金融商品に係る会

計基準注解（注14））の条件

を充たしている場合には特例

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

        

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 輸入取引について為替予約

取引、変動金利支払の借入金

について金利スワップ取引を

ヘッジ手段としております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

        

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 

 将来の為替の変動リスクを

回避する目的で為替予約取引

を、また、変動金利支払の借

入金に係る将来の金利変動リ

スクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を利用しておりま

すが、投機的な取引及び短期

的な売買益を得るための取引

は行わない方針であります。

また、取引の目的、内容、取

引相手、保有リスク及び損失

の限度額について、経営会議

の定めた範囲を限度として、

取引及びリスク管理の運営を

本社部門で行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

        

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、ヘ

ッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額など

を基礎として判断しておりま

す。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップ取引につ

いては、有効性の評価を省略

しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

        

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理

方法 

 税抜方式によっております。 

消費税及び地方消費税の会計処理

方法 

同左 

消費税及び地方消費税の会計処理 

方法 

同左 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準   ──────── 固定資産の減損に係る会計基準  

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税引前中間純利益は428百万円減少してお

ります。 

  

   当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は458百万円減少しておりま

す。 

 ──────── 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準  

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は4,905百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

  

 ──────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「未収入金」は、前中間会計期間末は、流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において資産の総

額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「未収入金」の金額は21百万円であり

ます。  

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間末に区分掲記していた「未収入金」は、当中間会

計期間末において資産の総額の100分の５以下となったので、流動

資産の「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当中間会計期間末の「未収入金」の金額は15百万円であり

ます。 

  



追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

自動釘打機事業の譲渡  

 当社は、平成17年２月22日開催の取締役

会において、株式会社マキタ（以下「マキ

タ」）との間の自動釘打機事業の譲渡を延

期しておりましたが、平成17年９月30日開

催の取締役会において、平成16年12月24日

締結の契約に替えて最終契約を締結するこ

とを決議し、同日契約を締結いたしまし

た。また、本営業譲渡については、平成17

年11月29日開催の臨時株主総会で承認され

ました。 

 当社の自動釘打機事業は、昭和41年９月

兼松デュオファスト株式会社として発足以

来、昭和54年国産タッカー第１号機完成を

はじめ、ポケット釘打機、フローリングタ

ッカー、コンプレッサー、ピンタッカーな

ど時代に先駆けた新製品を生み出すことに

より成長し、業界でも確固たる地位を築き

ました。 

 一方で、国内における製造・販売に特化

してきた当社の自動釘打機事業は、海外展

開や更なる新製品開発などの厳しい競争に

さらされてまいりました。 

 当社は、一部製品の供給をし、当社の自

動釘打機事業を高く評価するマキタに、同

事業を譲渡することで準備を進めておりま

したが、平成17年２月に判明しました連結

ビス認定書写偽造問題により延期しており

ました。 

 今般、改めて両社で本件の協議を重ねた

結果、当社自動釘打機事業をマキタへ営業

譲渡することで合意しました。  

 ────────────  ──────────── 

    
 １．当該事業の譲渡先の名称、住所、代表

者の氏名、資本金及び事業の内容 

(1) 名称     株式会社マキタ 

(2) 所在地    愛知県安城市 

(3) 代表者の氏名 取締役社長 後藤 昌彦  

(4) 資本金    24,206百万円 

             （平成17年３月31日現在） 

 (5) 事業の内容  電動工具の製造・販売 

  

    
２．当該事業譲渡の内容 

(1) 譲渡する事業部門の内容 

 自動釘打機・自動釘打システム

機・連結釘・ステープル・エアコン

プレッサの開発・製造・販売等の事

業 

  

  

   
(2) 対象事業の業績 

  前事業年度（平成17年３月期） 

   売上高    6,961百万円 

   営業利益    132百万円 

  

  

   
  当中間会計期間（平成17年９月期） 

   売上高    2,970百万円 

   営業損失    67百万円 

   

    

   
 



前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(3) 対象事業の資産・負債の帳簿価額   
  （平成17年９月30日現在）

資産 
金額 
(百万円) 負債 

金額 
(百万円)

流動資産 3,026 流動負債 1,943 

固定資産 556 固定負債 414 

合計 3,582 合計 2,357 

  

   
(4) 譲渡の方法等  

  ① 譲渡価額及び決済方法  

ⅰ.譲渡金額 約16億円 

（ただし、平成17年12月31日現在

の貸借対照表において最終調整

する予定です。） 

ⅱ.決済方法 現金決済  

  

  

   
② 本事業譲渡は、当社の株主総会での

承認及び本事業譲渡に関する公正取

引委員会への届出が受理された後、

所定の待機期間を経過することが条

件となります。 

  

  

   
(5) 日程 

 平成17年９月30日 最終契約書締結 

 平成17年11月29日 臨時株主総会 

 平成18年１月１日 営業譲渡期日 

                    （予定） 

  

    



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,594百万円      1,027百万円      993百万円 

      

 ２ 偶発債務   ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

債務保証 債務保証 債務保証 

保証先 
金額 
(百万円) 

内容 

日産興業㈱ 
（関係会社） 

34 仕入債務 

（協組）きもつき
木材高次加工セン
ター 

34 借入債務 

計 68 － 

保証先 
金額 
(百万円)

内容 

日産興業㈱ 
（関係会社） 

43 仕入債務 

（協組）きもつき
木材高次加工セン
ター 

30 借入債務 

計 74 － 

保証先 
金額 
(百万円) 

内容 

日産興業㈱  
(関係会社） 

35 仕入債務 

（協組）きもつき
木材高次加工セン
ター 

32 借入債務 

計 68 － 

      

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３      ────── 

  

   

      

※４      ────── ※４ 中間期末日満期手形   ※４      ────── 

   中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

をしております。 

 なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期

末日満期手形が、中間期末残高に含ま

れております。 

    

   

   

   

 受取手形  58百万円 

 支払手形 485百万円 

   

   

    

   

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目  ※１ 営業外収益の主要項目  ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2百万円

受取配当金 13百万円

機械賃貸料 7百万円

受取利息  1百万円

受取配当金   3百万円

機械賃貸料  6百万円

受取利息   3百万円

受取配当金  16百万円

機械賃貸料   15百万円

       

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 26百万円 支払利息   16百万円 支払利息   48百万円

      

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目  ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 803百万円 投資有価証券売却益  6百万円

貸倒引当金戻入額  8百万円

投資有価証券売却益  803百万円

営業譲渡利益   349百万円

      

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 20百万円

住宅補強対策費 210百万円

減損損失 428百万円

貸倒引当金繰入額  102百万円

固定資産除却損  0百万円

役員退職慰労金打切支給額  6百万円

投資有価証券評価損  7百万円

リース解約金 7百万円

固定資産除却損  30百万円

投資有価証券売却損   3百万円

住宅補強対策費   210百万円

減損損失  458百万円

関係会社整理損   99百万円

      

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,732株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※５ 減損損失 ※５     ────────  ※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は事業及

び製造工程の関連性により資産のグルーピ

ングを行い、以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。  

場所 用途 種類 

宮城県石巻市他２件   遊休資産  土地 

   当事業年度において、当社は事業及び製

造工程の関連性により資産のグルーピング

を行い、以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

場所 用途 種類 

宮城県石巻市他６件  遊休資産  土地 

 帳簿価額に対し著しく時価が下落してい

る遊休土地について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（428百万円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、不動産鑑定評価額を基に

評価しております。  

   帳簿価額に対し著しく時価が下落してい

る遊休土地について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（458百万円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており不動産鑑定評価額を基に評

価しております。 

        

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 72百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産   53百万円

無形固定資産  －百万円

有形固定資産  146百万円

無形固定資産  0百万円

        

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株）  

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 11,662 1,732 － 13,394 

合計 11,662 1,732 － 13,394 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 469 286 183 

工具・器具・
備品 

46 16 29 

その他 123 58 65 

合計 640 361 278 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 649 325 324

工具・器具・
備品 

41 13 28

その他 92 48 44

合計 783 386 396

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置 499 303 196

工具・器具・
備品 

15 9 6

その他 93 45 47

合計 608 358 250

      

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 154百万円

１年超 334百万円

合計 489百万円

１年内    171百万円

１年超    422百万円

合計    593百万円

１年内 152百万円

１年超  329百万円

合計   482百万円

      

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 55百万円

減価償却費相当額 48百万円

支払利息相当額 6百万円

支払リース料  65百万円

減価償却費相当額   57百万円

支払利息相当額  8百万円

支払リース料  107百万円

減価償却費相当額   93百万円

支払利息相当額   11百万円

      

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

      

（貸主側） （貸主側） （貸主側） 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 73百万円

１年超 133百万円

合計 206百万円

１年内  73百万円

１年超    124百万円

合計   197百万円

１年内 74百万円

１年超 168百万円

合計 242百万円

（注） 上記は全て転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末残高相

当額であります。なお、当該転貸リー

ス取引に対応するリース債務は、上記

の借主側の未経過リース料中間期末残

高相当額に含まれております。 

同左 （注） 上記は全て転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料期末残高相当額

であります。なお、当該転貸リース取

引に対応するリース債務は、上記の借

主側の未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

      

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

（減損損失について） 

同左 

  

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。   



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類  

事業年度（第108期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２０日

兼松日産農林株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鐵  義正  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田 正志  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兼松

日産農林株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、兼松日産農林株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１５日

兼松日産農林株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高山 秀廣  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鐵  義正  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兼松

日産農林株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、兼松日産農林株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２０日

兼松日産農林株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鐵  義正  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田 正志  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兼松

日産農林株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０８期事業年度の中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、兼松日産農林株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１５日

兼松日産農林株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高山 秀廣  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鐵  義正  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている兼松

日産農林株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１０９期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、兼松日産農林株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/53
	pageform2: 2/53
	form1: EDINET提出書類  2006/12/15 提出
	form2: 兼松日産農林株式会社(221004)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/53
	pageform4: 4/53
	pageform5: 5/53
	pageform6: 6/53
	pageform7: 7/53
	pageform8: 8/53
	pageform9: 9/53
	pageform10: 10/53
	pageform11: 11/53
	pageform12: 12/53
	pageform13: 13/53
	pageform14: 14/53
	pageform15: 15/53
	pageform16: 16/53
	pageform17: 17/53
	pageform18: 18/53
	pageform19: 19/53
	pageform20: 20/53
	pageform21: 21/53
	pageform22: 22/53
	pageform23: 23/53
	pageform24: 24/53
	pageform25: 25/53
	pageform26: 26/53
	pageform27: 27/53
	pageform28: 28/53
	pageform29: 29/53
	pageform30: 30/53
	pageform31: 31/53
	pageform32: 32/53
	pageform33: 33/53
	pageform34: 34/53
	pageform35: 35/53
	pageform36: 36/53
	pageform37: 37/53
	pageform38: 38/53
	pageform39: 39/53
	pageform40: 40/53
	pageform41: 41/53
	pageform42: 42/53
	pageform43: 43/53
	pageform44: 44/53
	pageform45: 45/53
	pageform46: 46/53
	pageform47: 47/53
	pageform48: 48/53
	pageform49: 49/53
	pageform50: 50/53
	pageform51: 51/53
	pageform52: 52/53
	pageform53: 53/53


